
（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 11,966 固定負債 3,502

有形固定資産 10,750 地方債 3,107

事業用資産 4,086 長期未払金 -                                     

土地 462 退職手当引当金 395

立木竹 0 損失補償等引当金 -                                     

建物 7,145 その他 -                                     

建物減価償却累計額 △ 3,525 流動負債 427

工作物 5 1年内償還予定地方債 392

工作物減価償却累計額 △ 0 未払金 -                                     

船舶 5 未払費用 -                                     

船舶減価償却累計額 △ 5 前受金 -                                     

浮標等 -                                  前受収益 -                                     

浮標等減価償却累計額 -                                  賞与等引当金 26

航空機 -                                  預り金 8

航空機減価償却累計額 -                                  その他 -                                     

その他 -                                  3,929

その他減価償却累計額 -                                  【純資産の部】

建設仮勘定 -                                  固定資産等形成分 12,509

インフラ資産 6,617 余剰分（不足分） △ 3,757

土地 27

建物 1,887

建物減価償却累計額 △ 1,267

工作物 12,987

工作物減価償却累計額 △ 7,211

その他 -                                  

その他減価償却累計額 -                                  

建設仮勘定 194

物品 426

物品減価償却累計額 △ 380

無形固定資産 -                                  

ソフトウェア -                                  

その他 -                                  

投資その他の資産 1,216

投資及び出資金 68

有価証券 12

出資金 55

その他 -                                  

投資損失引当金 -                                  

長期延滞債権 8

長期貸付金 -                                  

基金 1,141

減債基金 380

その他 761

その他 -                                  

徴収不能引当金 △ 0

流動資産 715

現金預金 170

未収金 2

短期貸付金 -                                  

基金 543

財政調整基金 543

減債基金 -                                  

棚卸資産 -                                  

その他 -                                  

徴収不能引当金 △ 0 8,752

12,681 12,681

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

貸借対照表

（平成２９年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計



（単位：百万円）

経常費用 2,492

業務費用 1,744

人件費 531

職員給与費 454

賞与等引当金繰入額 26

退職手当引当金繰入額 -

その他 51

物件費等 1,026

物件費 477

維持補修費 107

減価償却費 442

その他 -

その他の業務費用 186

支払利息 32

徴収不能引当金繰入額 0

その他 154

移転費用 748

補助金等 431

社会保障給付 83

他会計への繰出金 233

その他 1

経常収益 102

使用料及び手数料 36

その他 67

純経常行政コスト 2,390

臨時損失 290

災害復旧事業費 258

資産除売却損 10

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 22

臨時利益 3

資産売却益 3

その他 -

純行政コスト 2,677

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書

自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額



（単位：百万円）

前年度末純資産残高 8,796 12,626 △ 3,830

純行政コスト（△） △ 2,677 △ 2,677

財源 2,633 2,633

税収等 1,895 1,895

国県等補助金 737 737

本年度差額 △ 44 △ 44

固定資産等の変動（内部変動） △ 117 117

有形固定資産等の増加 571 △ 571

有形固定資産等の減少 △ 720 720

貸付金・基金等の増加 54 △ 54

貸付金・基金等の減少 △ 22 22

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 44 △ 117 73

本年度末純資産残高 8,752 12,509 △ 3,757

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書

自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 合計 固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）



（単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出 2,048

業務費用支出 1,300

人件費支出 530

物件費等支出 587

支払利息支出 32

その他の支出 151

移転費用支出 748

補助金等支出 431

社会保障給付支出 83

他会計への繰出支出 233

その他の支出 1

業務収入 2,324

税収等収入 1,896

国県等補助金収入 346

使用料及び手数料収入 35

その他の収入 47

臨時支出 258

災害復旧事業費支出 258

その他の支出 -

臨時収入 240

業務活動収支 258

【投資活動収支】

投資活動支出 357

公共施設等整備費支出 293

基金積立金支出 54

投資及び出資金支出 -

貸付金支出 -

その他の支出 10

投資活動収入 154

国県等補助金収入 150

基金取崩収入 0

貸付金元金回収収入 -

資産売却収入 3

その他の収入 -

投資活動収支 △ 203

【財務活動収支】

財務活動支出 418

地方債償還支出 418

その他の支出 -

財務活動収入 382

地方債発行収入 382

その他の収入 -

財務活動収支 △ 36

19

143

162

前年度末歳計外現金残高 8

本年度歳計外現金増減額 △ 0

本年度末歳計外現金残高 8

本年度末現金預金残高 170

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高

本年度末資金残高

資金収支計算書

自　平成２８年４月１日　

至　平成２９年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



１．重要な会計方針

有形固定資産等の評価基準及び評価方法

（１） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

イ 昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価

有価証券等の評価基準及び評価方法

（２） 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法）

② 満期保有目的以外の有価証券

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格（該当な

し）

（売却原価は移動平均法により算定）

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））

③ 出資金

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格（該当な

し）

（売却原価は移動平均法により算定）

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

有形固定資産等の減価償却の方法

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 15年～50年

工作物 10年～60年

物品 3年～20年

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によって

います。）

③ リース資産

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

引当金の計上基準及び算定方法

（４） 引当金の計上基準及び算定方法

①徴収不能引当金

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討

し）、徴収不能見込額を計上しています。

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を

検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検

討し）、徴収不能見込額を計上しています。

② 退職手当引当金

  退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当と

して支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち宇検村へ

按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。

③ 損失補償等引当金

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関

する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。

④ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込

額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。



リース取引の処理方法

（５） リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

資金収支計算書における資金の範囲

（６） 資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（宇検村会計規則において、歳計現金等

の区分として整理した預金等をいいます。）

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払い

を含んでいます。

その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

（７） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

① 物品及びソフトウェアの計上基準

物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産

として計上しています。

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

② 資本的支出と修繕費の区分基準

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産

の取得価額等のおおむね10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。

２．追加情報

対象範囲（対象とする会計名）

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。

一般会計

出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び出納

整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている旨

② 地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納

整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としてい

ます。

地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況

③ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のと

おりです。

実質赤字比率 　－

連結実質赤字比率　－

実質公債費比率 11.3％

将来負担比率　－

繰越事業に係る将来の支出予定額

④ 繰越事業に係る将来の支出予定額 340百万円

その他財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財

政需要額に含まれることが見込まれる金額

⑤ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需

要額に含まれることが見込まれる金額  2,656百万円

将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定

要素）

⑥ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次の

とおりです。

標準財政規模　1,867百万円

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額　3,121百万円

将来負担額　4,977百万円

充当可能基金額　1,725百万円

特定財源見込額　244百万円

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額　2,656百万円



自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース

債務金額

⑦ 地方自治法第234条の3に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金

額　（該当なし）

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

⑧ 固定資産等形成分

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

⑨ 余剰分（不足分）

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

基礎的財政収支

⑩ 基礎的財政収支 230 百万円

資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内

訳

⑪ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

資金収支計算書

業務活動収支 408百万円

資産売却収入 3百万円

未収債権額の増加（減少） △1百万円

減価償却費 △442百万円

賞与等引当金繰入額（増減額） △1百万円

退職手当引当金繰入額（増減額） 20百万円

評価減△22百万

純資産変動計算書の本年度差額 △44百万円

一時借入金の増減額が含まれていない旨並びに一時借入金の限度額及び利子の

金額

⑫ 一時借入金

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。

一時借入金の限度額 600百万円

一時借入金に係る利子額 0百万円

重要な非資金取引

⑬ 重要な非資金取引

　　該当なし



①有形固定資産の明細 （単位：百万円）

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：百万円）

4,086

462

0

3,620

5

0

-                          

-                          

-                          

-                          

6,617

27

620

5,776

-                          

194

46

10,750

附属明細書

１．貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

本年度償却額

（F)

差引本年度末残高

（D)－（E)

（G)

 事業用資産 7,531 267 181 7,616 3,531 153 4,086

区分 前年度末残高

（A）

本年度増加額

（B）

本年度減少額

（C）

本年度末残高

（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末

減価償却累計額

（E)

                            - 462

　　立木竹 0                             -                             - 0                             -                             - 0

　  土地 462                             -                             - 462                             -

153 3,620

　　工作物                             - 5                             - 5 0 0 5

　　建物 7,021 149 25 7,145 3,525

                            - 0

　　浮標等                             -                             -                             -                             -

　　船舶 5                             -                             - 5 5

                            -                             -

　　その他                             -                             -                             -                             -

　　航空機                             -                             -

                            -                             -

 インフラ資産 14,953 264 122 15,095 8,478 284 6,617

　　建設仮勘定 43 113 156                             -                             -

                            - 27

　　建物 1,887                             -                             - 1,887 1,267 42 620

　　土地 27                             -                             - 27                             -

242 5,776

　　その他                             -                             -                             -                             -

　　工作物 12,866 122                             - 12,987 7,211

                            - 194

 物品 386 40                             - 426 380 5 46

　　建設仮勘定 172 143 122 194                             -

442 10,750

区分

生活インフラ・

国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務

合計 22,870 571 303 23,138 12,389

合計

 事業用資産 1,231 2,289 293                             - 182                             - 91

3

　　立木竹 0

　　土地 385 70 3

88

　　工作物 5

　　建物 841 2,219 293 179

0

　　浮標等

　　船舶 0

　　その他

　　航空機

 インフラ資産 6,421 -                            -                            -                            196 -                            -                            

　　建設仮勘定

　　建物 513 107

　　土地 23 4

　　その他

　　工作物 5,691 85

0 97合計 7,652 2,292 293 -                            417

 物品 3 0 38 0 5

　　建設仮勘定 194



③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの （単位：百万円）

銘柄名 株数・口数など

（A）

時価単価

（B）

貸借対照表計上額

（A）×（B)

（C)

取得単価

（D)

取得原価

（A）×（D)

（E)

評価差額

（C）－（E)

（F)

（参考）財産に関する

調書記載額

合計

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの （単位：百万円）

相手先名

出資金額

（貸借対照表計上額）

（A)

資産

（B)

負債

（C)

純資産額

（B）－（C)

（D)

資本金

（E)

出資割合（％）

（A）/（E)

（F)

実質価額

（D)×（F)

（G)

投資損失引当金

計上額

（H)

（参考）財産に関する

調書記載額

株式会社　宇検村元気の

出る公社

7 37 5 32 11 63.6% 20

合計 7 37 5 32 11 63.6% 20

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：百万円）

相手先名 出資金額

（A)

資産

（B)

負債

（C)

純資産額

（B）－（C)

（D)

資本金

（E)

出資割合（％）

（A）/（E)

（F)

実質価額

（D)×（F)

（G)

強制評価減

（H)

貸借対照表計上額

（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）財産に関す

る

調書記載額

奄美空港ターミナルビル 3 1,961 713 1,248 400 0.8% 10                         - 3 ―

宇検養殖株式会社 2 574 64 510 10 20.0% 102                         - 2 ―

名瀬中央青果株式会社 0 70 24 46 10 1.2% 1                         - 0 ―

奄美群島地域産業振興

基金

2 211                         - 211 10 24.0% 51                         - 2 ―

県農業信用基金協会 0 85,458 76,545 8,913 5,963 0.0% 0                         - 0 ―

県畜産物衛生指導協会 0 8,892 924 7,969 7,614 0.0% 0                         - 0 ―

かごしま豊かな海づくり協

会

(県栽培漁業協会)

4 1,571 87 1,484 ― #VALUE!                           -                         - 4 ―

県農業・農村振興協会

(県農業後継者育成基金

協会)

1 1,048 39 1,010 1,000 0.1% 1                         - 1 ―

県糖業振興会 1 1,739 1,184 555 503 0.1% 1                         - 1 ―

財団法人みどりの基金 0 547 5 542 490 0.1% 1                         - 0 ―

県畜産協会 0 8,892 924 7,969 ― #VALUE!                           -                         - 0 ―

奄美群島振興開発基金 65 14,958 3,181 11,777 17,774 0.4% 43 22 43 ―

奄美大島森林組合 3 70 6 64 21 13.1% 8                         - 3 ―

㈶奄美広域中小企業労

働者サービスセンター

1 203 18 185 ― #VALUE! -                          -                        1 ―

地方公営企業金融機構

出資金

0 24,786,267 24,545,185 241,082 16,602 0.0% 4 -                        0 ―

合計 83 ― ― ― ― ― ― 22 61 ―



④基金の明細 （単位：百万円）

財政調整基金 543 543 ―

減債基金 380 380 ―

その他基金 761 761 ―

・・・ ―

合計 1,684 1,684 ―

(参考)財産に関する

調書記載額

種類 現金預金 有価証券 土地 その他

合計

(貸借対照表計上額)



⑥長期延滞債権の明細 （単位：百万円） ⑦未収金の明細 （単位：百万円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額 相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】 【貸付金】

第三セクター等 第三セクター等

その他の貸付金 その他の貸付金

小計 小計

【未収金】 【未収金】

税等未収金 3 税等未収金 1

　　個人住民税 0 　　個人住民税 0

　　固定資産税 3 　　固定資産税 1

　　軽自動車税 0 　　軽自動車税 -                                   

その他の未収金 5 その他の未収金 1

　　住宅使用料 5 　　住宅使用料 1

小計 8 小計 2

合計 8 合計 2



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：百万円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】 2,234 272 1,862 24 347

　　一般公共事業 67 19 67

　　公営住宅建設 314 25 113 6 194

　　災害復旧 52 6 52

　　教育・福祉施設 145 33 115 29

　　一般単独事業 156 19 14 18 124

　　その他 1,500 171 1,500

【特別分】 1,189 117 1,031 -                 -                 158

　　臨時財政対策債 928 71 835 93

　　減税補てん債 6 1 6

　　退職手当債

　　その他 255 45 190 65

【その他】 76 3 76

合計 3,499 392 2,894 24 505 76

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金

地方公共団体

金融機構

市中銀行

その他の

金融機関



②地方債（利率別）の明細 （単位：百万円）

3,499 3,155 130 21 62 61 19 51 ―

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：百万円）

3,499 392 370 347 350 318 1,090 394 87 152

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：百万円）

５年超

10年以内

10年超

15年以内

15年超

20年以内

20年超

特定の契約条項が

付された地方債残高

契約条項の概要

3.5％超

4.0％以下

4.0％超

（参考）

加重平均

利率

地方債残高 １年以内

１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内

地方債残高 1.5％以下

1.5％超

2.0％以下

2.0％超

2.5％以下

2.5％超

3.0％以下

3.0％超

3.5％以下



⑤引当金の明細 （単位：百万円）

目的使用 その他

長期引当金 1 0 1                                - 0

短期引当金 0                                -                                - 0 0

退職手当引当金 415 -                               -                               20 395

賞与等引当金 25 26 25 -                               26

合計 441 27 26 20 422

区分 前年度末残高 本年度増加額

本年度減少額

本年度末残高



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

名称

計

大島地区消防組合負担金

後期高齢者医療広域連合負担金

地方総生等交付金事業負担金

奄美空港ターミナルビル増改築事業負担金 奄美空港ターミナルビル株式会社

輸送コスト支援事業補助金

奄美群島航空・航路運賃軽減対策事業奄美群島航空・航路運賃軽減協議会

地方公共交通特別対策事業 株式会社　しまバス

し尿処理負担金

大島地区衛生組合負担金 大島地区衛生組合

輸送コスト支援事業補助金 奄美群島クルマエビ共同出荷協議会

その他事業補助金

計

12

9

431

186

その他の補助金等

大和村

15

13

増改築工事に係る負

担金

輸送コストの軽減を図

るための負担金

運賃の軽減を図るため

の負担金

赤字路線バスを存続さ

せるための補助金

運営費等に対する負

担金

運営費等に対する負

担金

輸送コストの軽減を図

るための負担金

合計

88

鹿児島県後期高齢者医療広域連合

大島地区消防組合

30

奄美大島観光物産協会 27

20

奄美産木材チップ生産流通促進協議会 16

15

運営費等に対する負

担金

運営費等に対する負

担金

地方総生を図る事業

への負担金

他団体への公共施設等整備補助金等

(所有外資産分)

（単位：百万円）

区分 相手先 金額 支出目的



（１）財源の明細 （単位：百万円）

会計 区分 財源の内容 金額

地方税 141

地方交付税 1,680

地方譲与税 17

地方消費税交付金 31

寄付金 8

その他収入 19

1,895

国庫支出金 114

都道府県等支出金 36

・・・・

計 150

国庫支出金 426

都道府県等支出金 161

・・・・

計 587

737

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的

補助金

経常的

補助金

小計

合計



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 2,677 587 248 1,137 705

有形固定資産等の増加 571 150 135 286 -                      

貸付金・基金等の増加 54 -                      -                      54 -                      

その他

合計 3,301 737 382 1,477 705

（２）財源情報の明細 （単位：百万円）

区分 金額

内訳



（１）資金の明細 （単位：百万円）

種類 本年度末残高

要求払預金 170

合計 170

４．資金収支計算書の内容に関する明細


